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期　　間：平成 29年 8月 19～20日（1泊 2日）
対象場面：30名程度が参加する特別支援教育関連
の研究会。聴覚障害学生が参加する分
科会や全体のシンポジウムには情報保
障をつけた。
　当該研究会には、30名程度の参加があった。こ
の研究会では、参加者・発表者の差異なく、それぞ
れが参加費を持ち寄り、研究会の運営に充てるため、
そこから情報保障費を捻出することに困難さがあっ
た。しかし、特別支援教育に関する研究会であった
ため、発言者や講師に情報保障に関する依頼はしや
すい環境であった。加えて、学校の教員が発表する
ため、職業柄、ハキハキとした話し方の発表者が多
く、修正がほぼ必要ない場面が多かった。マイクを
首からかけてもらうことを依頼する際に、「すみま
せん」「お願いします」「ありがとうございます」の
言葉かけを添える事で、発言者の情報保障に対する
意識を高めることになったのではないかと思われ
る。
　修正者は情報保障を担当した学生ら 7名中 3名で
グループを作り、分科会ごとにグループごとで交代
しながら対応した。表示はスマートフォンを使用す
ることで、参加している聴覚障害学生は会場内の好
きな席で参加することができた（写真 5）。
５．考察
　以上の運用を踏まえ、以下の観点から考察を行っ
た。
　⑴　物理的な動作による配慮への気づき
　従来の情報保障手段である、要約筆記（ノートテ
イク、PCテイク）は、聞こえてきた音声を特定の
情報保障者が文字情報に変換し、相手に伝える方法
である。それに対して、UDトークを使用する際には、
参加者のほぼ全員が物理的な動作を行うことで、「情
報保障を自分たちで行っている」という実感があっ
たのではないだろうか。つまり、「手を上げてから
発言をする」「話者が重ならないよう注意する」「発
話ボタンを押してから発言する」などというルール
があるため、音声のみでやりとりする場合と比べて
制限がかかった状態であること、また、ボタンを押
し、スマートフォンを口に近づけるなど、物理的な
操作があることで、情報保障に対する意識が生じた
のではないかと考える。
　しかし、ゼミでの場面（4.（1））においては、講
義が終わった途端に、学生の意識から情報保障や同
じ場に聴覚障害学生がいる感覚がなくなってしまっ
写真５　スマートフォンによる字幕表示例
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たのか、雑談時には UDトークが活用されなかった。
講義中に情報保障を自分たちで行っただけでは、聴
覚障害学生に情報が伝わっていないということへの
気づきを促し、その先の情報保障について実際に行
動するというところまでは結びつかなかった。ここ
に、情報保障の意識が全体で共有されながらも、そ
の意識が限定的な場面の中にとどまってしまうとい
う現象が見出せる。どのような場面においても気づ
くことができるセンシティビティを身につけるには、
いわば気づきの「技化」のための工夫やトレーニン
グ、経験が必要なのかもしれない。
　⑵　インクルーシブ教育の視点を持った教室運営
　教養教育の講義で行われた情報保障（4.（2））に
ついては、講義の受講者全員で情報保障を行ったこ
とで、外部の支援者に頼らず、聴覚障害学生のいる
ところで講義を運営したという経験が、インクルー
シブ教育の視点を育む教育的要素を含む形での情報
保障支援の事例だと考えられる。学校教育法施行令
が改正され、障害のある子どもも地域校に入学する
ことが認可され、また障害者差別解消法ができたこ
とで、障害のある子どもがいる場合には合理的配慮
の提供をしなければならなくなった。共生社会を
テーマにした本講義を受講した学生が卒業後、聴覚
障害のある子どもの担任教員になる可能性は大いに
ある。全員が少しずつ配慮することでインクルーシ
ブな教室運営が可能になるということを体験したこ
とは、教員を志望する学生たちにとって、教育的意
義があったといえるのではないだろうか。
　⑶　総合考察
　本稿では、様々なバリエーションに対応しうる情
報保障のあり方を探るために、規模も進行方向も異
なる複数の場面でのUDトーク活用事例を検討した。
その場に適した支援機器及び支援者を準備すること
で、音声認識の精度が上がることがわかった。また、
人為的なミスを防ぐために、複数台のスマートフォ
ン端末をコントロールする役を決めたり、復唱者を
用意したりすることで、支援者の人数は増えるが、
それぞれが担当する支援に対する負担感は分散され
ていたのではないかと考えられる。今回の事例では、
PCノートテイクのように、特別な訓練を積んだこ
とのない者も情報保障を行うことができた。「特別
な訓練を受けた」「一部の人」が行う情報保障が当
然のように考えられてきたが、音声認識ソフトを活
用することで、その場にたまたま居合わせた人たち
が協力しあって情報保障支援をすることが可能に
なった。ここに、関係者の全員が歩み寄る形での「合
理的配慮」のツールとしての音声認識の活用可能性
を見出すことができる。
　しかしながら、聴覚障害者に対する理解、情報保
障そのものの重要性などに関する部分にまで気づく
ことのできる、「情報保障への感度」が研ぎ澄まさ
れるかどうかはまた別問題であり、この点について
は、さらなる工夫や経験が必要となることも指摘し
ておかなければならないであろう。
付記：本研究は科研費基盤（C）15K04542の助成
によって行いました。記して感謝申し上げま
す。また、研究に協力していただいた関係者
の皆さまにも、感謝申し上げます。
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